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１．数値目標の達成状況の確認（確定値）

様式4－①　都市再生整備計画に記載した目標を定量化する指標の確定

単位 評価値 目標達成度 理由 改善策の方向性

確定 あり ●

見込み ● なし

確定 あり ●

見込み ● なし

確定 あり ●

見込み ● なし

※全ての指標について記入

様式4－②　その他の数値指標の確定

単位 評価値 達成度 理由 改善策の方向性

確定

見込み

確定

見込み

確定

見込み

※全ての指標について記入

H　　年　月

□　改善策はそのまま
□　改善策に補強が必要
□　新たに改善策をたてる

※フォローアップの必要のある指標について記入

※フォローアップの必要のある指標について記入

□　改善策はそのまま
□　改善策に補強が必要
□　新たに改善策をたてる

H　　年　月

ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ時
点での達成
度

確定値が評価値と比較して大きな差異があ
る場合や改善が見られない場合等

その他の
数値指標３

その他の
数値指標２

□　改善策はそのまま
□　改善策に補強が必要
□　新たに改善策をたてる

H　　年　月

指標３
緊急車両進入困難道
路率

％ 19.1

その他の
数値指標１

ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟに
よる確定値

185 ○

目標値 計測時期 総合所見

事後評価

見込み・確定の別

□　改善策はそのまま
□　改善策に補強が必要
□　新たに改善策をたてる

土地区画整理事業等による市街地
整備の効果発現により、緊急車両
進入困難道路率が改善され数値目
標を達成した。

-

確定値が評価値と比較して大きな差異があ
る場合や改善が見られない場合等

-
□　改善策はそのまま
□　改善策に補強が必要
□　新たに改善策をたてる

指標４ まちづくり活動の充実 人/年 135

16.0 16.0 H26年4月

計測時期

H27年2月

総合所見

土地区画整理事業等による市街地
整備の効果発現により、住環境満
足度が向上し数値目標を達成した。

-
□　改善策はそのまま
□　改善策に補強が必要
□　新たに改善策をたてる

まちづくりに対する気運の高まりや、
まちづくり活動への理解が向上し数
値目標を達成した。

指標１ 住環境満足度

○16.1

○

事後評価 ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ時
点での達成
度

○

ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟに
よる確定値

4段階 3

1年以内の
達成見込み

事後評価シート　様式２-1及び添付様式2-②から転記　※全ての指標について記入

○

221 H27年5月

指　標 従前値

1年以内の
達成見込み

4

見込み・確定
の別

4 ○

指　標 従前値 目標値

233

事後評価シート　様式２-1及び添付様式2-①から転記　※全ての指標について記入



２．今後のまちづくり方策の検証

様式4－③　「今後のまちづくり方策」の進捗状況

様式4－④　フォローアップにより新たに追加が考えられる今後のまちづくり方策

事後評価シート　添付様式5－③から転記

・成果を持続させるために
行う方策

改善策

・まちづくりの目標を達成するた
めの改善策

・残された課題・新たな課題への
対応策

・その他　必要な改善策

事後評価シート　添付様式5－③に記載した
今後のまちづくり方策（事項）

快適な住環境の確保

都市防災機能向上を図るための狭隘道路の削減

まちづくり活動への住民参加

快適な住環境の確保

都市防災機能向上を図るための狭隘道路の削減

商店街の活性化

-

-

-

－

実施した具体的な内容

－

－

－

－

今後の課題　その他特記事項

・新しい街並みができつつあることから、景観や環境に配慮したま
ちづくりを推進するため、地域や他の機関等との協働による街並
みづくりを図る。

・道路等のハード整備とともに、官民協働による防災体制の確立
と避難訓練等の防災活動の実施など、総合的な都市防災機能の
向上を図る。
・生活道路において、歩車分離や交通安全施設整備等により歩
行者の安全性の向上を図る。

追加が考えられる今後のまちづくり方策 実施にあたっての課題　その他特記事項

-

-

-

実施した結果

－

・今後の都市基盤施設整備の進展に伴い、更なる清掃活動のボ
ランティア参加人数を確保するため、まちづくりの啓発活動を含め
た持続的なまちづくりを推進する。

・新たな第３期都市再生整備計画（平成26年度～平成30年度）や
土地区画整理事業等による都市基盤施設の整備改善を推進す
る。
・公共下水道の整備促進と、土地区画整理事業未着手区域など

・土地区画整理事業等を推進し、狭隘道路の更なる削減による都
市防災機能の向上を図る。

・商工会等と連携した商業施設や生活利便施設の誘致を図り、商
店街の活性化を推進する。

具体的内容

－ 　-

まちづくり活動への住民参加 - -

・特になし。

実施時期

－

・土地区画整理事業等の事業の進捗にあわせ、まちづくり活動の
更なる充実・拡大を図る。

土地利用の適切な誘導 -
・地域の位置付けや地域環境の変化を踏まえ、地域拠点として商
業と住宅が調和した適切な土地利用の誘導を図る。


